
町税
1,346,809千円 

27.1%

使用料及び手数料
38,617千円 0.8%

その他の自主財源
73,859千円  1.4%

地方交付税
1,683,000千円 

33.9%

国庫支出金
631,036千円 

12.7%

譲与税・交付金等
359,900千円

7.3%

県支出金
317,750千円  6.4%

町債
11,300千円  0.2%

民生費
1,734,343千円 

34.9%

総務費
816,832千円 

16.5%

土木費
414,496千円 

8.3%

衛生費
423,746千円

8.5% 教育費
543,023千円 

10.9%

公債費
351,886千円 

7.1%

消防費
306,359千円

6.2%

農林水産業費
207,815千円  4.2%

人件費
1,197,848千円 

24.1%

扶助費
534,602千円 

10.8%

公債費   
351,885千円 

7.1%

普通建設事業費
217,801千円

4.4%

補助費等
1,116,373千円 

22.5%

物件等
832,421千円 

16.7%

繰出金
674,089千円 

13.6%

その他
41,981千円  0.8%

義務的経費
2,084,335千円 

42.0%

その他経費
2,664,864千円 

53.6%

投資的経費
217,801千円 

4.4%

商工費
89,469千円

1.8%
その他

79,031千円  1.6%

自主財源
1,964,014千円 

39.5%依存財源
3,002,986千円 

60.5%

目的別歳出性質別歳出

歳 入

繰入金
404,729千円

8.2%

繰越金
100,000千円

2.0%

主
財
源
が

主
財
源
が
3939
・
５
％
、
依
存
財

・
５
％
、
依
存
財

源
が
源
が
6060
・
５
％
と
な
っ
て
い
ま

・
５
％
と
な
っ
て
い
ま

す
。
自
主
財
源
の
割
合
が
高

す
。
自
主
財
源
の
割
合
が
高

い
ほ
ど
、
町
の
自
主
性
が
高

い
ほ
ど
、
町
の
自
主
性
が
高

ま
り
、
財
政
も
安
定
し
ま
す
。

ま
り
、
財
政
も
安
定
し
ま
す
。

一
般
会
計
歳
出

　
歳
出
に
占
め
る
割
合
の
最
も

　
歳
出
に
占
め
る
割
合
の
最
も

大
き
い
民
生
費
は
、

大
き
い
民
生
費
は
、
1717
億
３
４

億
３
４

３
４
万
３
千
円
で
、

３
４
万
３
千
円
で
、
3434
・
９
％

・
９
％

と
な
り
ま
し
た
。
前
年
度
と
比

と
な
り
ま
し
た
。
前
年
度
と
比

較
し
、
１
億
５
１
２
０
万
２
千

較
し
、
１
億
５
１
２
０
万
２
千

円
、
９
・
６
％
増
加
し
ま
し
た
。

円
、
９
・
６
％
増
加
し
ま
し
た
。

主
な
要
因
は
、
障
害
福
祉
サ
ー

主
な
要
因
は
、
障
害
福
祉
サ
ー

ビ
ス
等
の
給
付
費
や
、
児
童
手

ビ
ス
等
の
給
付
費
や
、
児
童
手

当
の
支
給
対
象
者
が
拡
大
し
た

当
の
支
給
対
象
者
が
拡
大
し
た

こ
と
に
よ
り
支
給
額
が
増
加
し

こ
と
に
よ
り
支
給
額
が
増
加
し

た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

た
こ
と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
次
に
、
総
務
費
は
、
８
億
１

　
次
に
、
総
務
費
は
、
８
億
１

６
８
３
万
２
千
円
で
、
全
体
の

６
８
３
万
２
千
円
で
、
全
体
の

1616
・
５
％
を
占
め
、
前
年
度
と

・
５
％
を
占
め
、
前
年
度
と

比
較
し
て
１
億
５
３
３
６
万
５

比
較
し
て
１
億
５
３
３
６
万
５

千
円
、

千
円
、
2323
・
１
％
増
加
し
ま
し

・
１
％
増
加
し
ま
し

た
。
こ
れ
は
、
総
合
行
政
シ
ス

た
。
こ
れ
は
、
総
合
行
政
シ
ス

テ
ム
の
標
準
化
・
共
通
化
に
要

テ
ム
の
標
準
化
・
共
通
化
に
要

す
る
経
費
が
増
加
し
た
こ
と
に

す
る
経
費
が
増
加
し
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
す
。

よ
る
も
の
で
す
。

　
ま
た
、教
育
費
に
つ
い
て
は
、

　
ま
た
、教
育
費
に
つ
い
て
は
、

５
億
４
３
０
２
万
３
千
円
で
、

５
億
４
３
０
２
万
３
千
円
で
、

前
年
度
と
比
較
し
、
６
１
４
０

前
年
度
と
比
較
し
、
６
１
４
０

万
１
千
円
、

万
１
千
円
、
1010
・
２
％
減
少
し

・
２
％
減
少
し

ま
し
た
。
こ
れ
は
、
中
央
公
民

ま
し
た
。
こ
れ
は
、
中
央
公
民

館
・
体
育
館
の
屋
根
外
壁
等
の

館
・
体
育
館
の
屋
根
外
壁
等
の

改
修
工
事
が
完
了
し
た
こ
と
に

改
修
工
事
が
完
了
し
た
こ
と
に

伴
い
、
事
業
費
が
減
少
し
た
こ

伴
い
、
事
業
費
が
減
少
し
た
こ

と
に
よ
る
も
の
で
す
。

と
に
よ
る
も
の
で
す
。

　
こ
の
ほ
か
、
予
算
額
の
多
い

　
こ
の
ほ
か
、
予
算
額
の
多
い

順
と
し
て
、
衛
生
費
、
土
木
費
、

順
と
し
て
、
衛
生
費
、
土
木
費
、

公
債
費
、
消
防
費
、
農
林
水
産

公
債
費
、
消
防
費
、
農
林
水
産

業
費
、商
工
費
、議
会
費
と
な
っ

業
費
、商
工
費
、議
会
費
と
な
っ

て
い
ま
す
。

て
い
ま
す
。

　
性
質
別
内
訳
を
見
る
と
、「
義

　
性
質
別
内
訳
を
見
る
と
、「
義

務
的
経
費
」
で
あ
る
人
件
費
、

務
的
経
費
」
で
あ
る
人
件
費
、

扶
助
費
、公
債
費
の
合
計
額
は
、

扶
助
費
、公
債
費
の
合
計
額
は
、

2020
億
８
４
３
３
万
５
千
円
と
な

億
８
４
３
３
万
５
千
円
と
な

り
、歳
出
全
体
の
う
ち

り
、歳
出
全
体
の
う
ち
4242
・
０
％
・
０
％

を
占
め
ま
し
た
。

を
占
め
ま
し
た
。

　
普
通
建
設
事
業
費
な
ど
の

　
普
通
建
設
事
業
費
な
ど
の

「
投
資
的
経
費
」
は
、
２
億
１

「
投
資
的
経
費
」
は
、
２
億
１

７
８
０
万
１
千
円
で
、
前
年
度

７
８
０
万
１
千
円
で
、
前
年
度

と
比
較
し
て
、
８
５
６
８
万
８

と
比
較
し
て
、
８
５
６
８
万
８

千
円
減
少
と
な
り
ま
し
た
。
歳

千
円
減
少
と
な
り
ま
し
た
。
歳

出
全
体
の
う
ち
、
４
・
４
％
を

出
全
体
の
う
ち
、
４
・
４
％
を

占
め
て
い
ま
す
。

占
め
て
い
ま
す
。

　
町
民
一
人
当
た
り
に
使
わ
れ

　
町
民
一
人
当
た
り
に
使
わ
れ

る
予
算
額
は

る
予
算
額
は
4646
万
４
２
４
９
円

万
４
２
４
９
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。

と
な
っ
て
い
ま
す
。

一
人
あ
た
り

町民１人あたりに使われる金額
町民1人あたりの町税

町　民　税
固定資産税
軽自動車税
町たばこ税
入　湯　税

54,500円（43.3%）
62,446円（49.6％）
  4,009円（3.2％）
  4,643円（3.7%）
     284円（0.2％）

議　会　費� 6,722円
総　務　費� 76,347円
民　生　費� 162,103円
衛　生　費� 39,606円
労　働　費　� 9円
農林水産業費� 19,424円

商　工　費� 8,362円
土　木　費� 38,742円
消　防　費� 28,634円
教　育　費� 50,755円
公　債　費� 32,890円
そ　の　他� 655円

464,249円
125,882円

財
政
用
語
の
解
説

一
般
会
計
　
町
の
会
計
の
中
心
を
な

す
も
の
で
、
行
政
運
営
の
基
本
的

な
経
費
を
網
羅
し
て
計
上
し
た
会

計
で
す
。

特
別
会
計
　
特
定
の
収
入
を
も
っ
て

特
定
の
支
出
に
充
て
る
た
め
、
一

般
会
計
と
区
別
し
て
経
理
す
る
場

合
に
設
け
ら
れ
る
会
計
で
す
。

自
主
財
源
　
町
税
、
使
用
料
及
び
手

数
料
な
ど
、
町
が
自
主
的
に
収
入

と
す
る
こ
と
が
で
き
る
財
源
を
言

い
ま
す
。

依
存
財
源
　
地
方
交
付
税
、
国
・
県

支
出
金
、
町
債
な
ど
、
国
や
県
な

ど
に
よ
り
定
め
ら
れ
た
額
が
交
付

さ
れ
た
り
、
割
り
当
て
ら
れ
た
り

す
る
収
入
を
言
い
ま
す
。

目
的
別
分
類
　
支
出
の
行
政
目
的
を

基
準
と
し
て
分
類
し
た
も
の
で
、

町
の
行
政
目
的
別
の
予
算
の
比
重

を
知
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

性
質
別
分
類
　
支
出
の
経
済
的
性
質

を
基
準
と
し
て
分
類
し
た
も
の

で
、
財
政
の
健
全
性
や
弾
力
性
を

知
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

義
務
的
経
費
　
人
件
費
、
扶
助
費
及

び
公
債
費
な
ど
の
よ
う
に
、
支
出

が
義
務
づ
け
ら
れ
、
任
意
に
削
減

し
に
く
い
経
費
を
言
い
ま
す
。

投
資
的
経
費
　
普
通
建
設
事
業
費
や

災
害
復
旧
費
の
よ
う
に
、
支
出
の

効
果
が
資
本
形
成
に
向
け
ら
れ
、

施
設
等
が
ス
ト
ッ
ク
と
し
て
将
来

に
残
る
も
の
に
支
出
さ
れ
る
経
費

を
言
い
ま
す
。

33

町税
1,346,809千円 

27.1%

使用料及び手数料
38,617千円 0.8%

その他の自主財源
73,859千円  1.4%

地方交付税
1,683,000千円 

33.9%

国庫支出金
631,036千円 

12.7%

譲与税・交付金等
359,900千円

7.3%

県支出金
317,750千円  6.4%

町債
11,300千円  0.2%

民生費
1,734,343千円 

34.9%

総務費
816,832千円 

16.5%

土木費
414,496千円 

8.3%

衛生費
423,746千円

8.5% 教育費
543,023千円 

10.9%

公債費
351,886千円 

7.1%

消防費
306,359千円

6.2%

農林水産業費
207,815千円  4.2%

人件費
1,197,848千円 

24.1%

扶助費
534,602千円 

10.8%

公債費   
351,885千円 

7.1%

普通建設事業費
217,801千円

4.4%

補助費等
1,116,373千円 

22.5%

物件等
832,421千円 

16.7%

繰出金
674,089千円 

13.6%

その他
41,981千円  0.8%

義務的経費
2,084,335千円 

42.0%

その他経費
2,664,864千円 

53.6%

投資的経費
217,801千円 

4.4%

商工費
89,469千円

1.8%
その他

79,031千円  1.6%

自主財源
1,964,014千円 

39.5%依存財源
3,002,986千円 

60.5%

目的別歳出性質別歳出

歳 入

繰入金
404,729千円

8.2%

繰越金
100,000千円

2.0%

　
令
和
７
年
第
一
回
定
例
議
会

　
令
和
７
年
第
一
回
定
例
議
会

が
３
月
４
日
か
ら

が
３
月
４
日
か
ら
1919
日
ま
で
開

日
ま
で
開

か
れ
、
令
和
７
年
度
の
当
初
予

か
れ
、
令
和
７
年
度
の
当
初
予

算
が
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
一
般

算
が
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
一
般

会
計
予
算
額
は
、

会
計
予
算
額
は
、
4949
億
６
７
０

億
６
７
０

０
万
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し

０
万
円
で
、
前
年
度
と
比
較
し

て
４
億
７
０
０
万
円
、８
・
９
％

て
４
億
７
０
０
万
円
、８
・
９
％

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。
一
般

の
増
額
と
な
り
ま
し
た
。
一
般

会
計
を
除
く
４
つ
の
特
別
会
計

会
計
を
除
く
４
つ
の
特
別
会
計

の
合
計
は
、

の
合
計
は
、
2828
億
１
８
６
５
万

億
１
８
６
５
万

１
千
円
と
な
り
、
水
道
事
業
会

１
千
円
と
な
り
、
水
道
事
業
会

計
と
農
業
集
落
排
水
事
業
会
計

計
と
農
業
集
落
排
水
事
業
会
計

の
２
つ
の
公
営
企
業
会
計
の
合

の
２
つ
の
公
営
企
業
会
計
の
合

計
は
、
４
億
５
７
６
０
万
４
千

計
は
、
４
億
５
７
６
０
万
４
千

円
と
な
り
ま
し
た
。

円
と
な
り
ま
し
た
。

　
こ
こ
で
は
、
一
般
会
計
を
中

　
こ
こ
で
は
、
一
般
会
計
を
中

心
に
そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し

心
に
そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し

ま
す
。

ま
す
。

一
般
会
計
歳
入

　
町
が
単
独
で
確
保
で
き
る
町

　
町
が
単
独
で
確
保
で
き
る
町

税
な
ど
の
「
自
主
財
源
」
は
、

税
な
ど
の
「
自
主
財
源
」
は
、

1919
億
６
４
０
１
万
４
千
円
と
な

億
６
４
０
１
万
４
千
円
と
な

り
ま
し
た
。
前
年
度
と
比
較
す

り
ま
し
た
。
前
年
度
と
比
較
す

る
と
１
億
７
８
８
０
万
６
千
円

る
と
１
億
７
８
８
０
万
６
千
円

増
加
し
て
い
ま
す
。

増
加
し
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
地
方
交
付
税
、
国
・

　
ま
た
、
地
方
交
付
税
、
国
・

県
支
出
金
、
町
債
な
ど
の
「
依

県
支
出
金
、
町
債
な
ど
の
「
依

存
財
源
」
は
、

存
財
源
」
は
、
3030
億
２
９
８
万

億
２
９
８
万

６
千
円
と
な
り
ま
し
た
。
地
方

６
千
円
と
な
り
ま
し
た
。
地
方

交
付
税
、
国
庫
支
出
金
な
ど
の

交
付
税
、
国
庫
支
出
金
な
ど
の

増
加
に
よ
り
、
前
年
度
と
比
較

増
加
に
よ
り
、
前
年
度
と
比
較

し
て
２
億
２
８
１
９
万
４
千
円

し
て
２
億
２
８
１
９
万
４
千
円

増
加
し
て
い
ま
す
。

増
加
し
て
い
ま
す
。

　
歳
入
に
占
め
る
割
合
は
、
自

　
歳
入
に
占
め
る
割
合
は
、
自

令和7年度

予算
一般会計予算額

49億6,700万円

特
別
会
計
予
算
　

会　　計　　名 令和7年度 令和6年度 増減額 増減率

特
別
会
計

公 平 委 員 会 286 287 △ 1 △ 0.3％
国 民 健 康 保 険 1,230,455 1,437,800 △ 207,345 △ 14.4％
介 護 保 険 事 業 1,365,289 1,344,232 21,057 1.6％
後 期 高 齢 者 医 療 222,621 220,010 2,611 1.2％

計 2,818,651 3,002,329 △ 183,678 △ 6.1％

水
道
事
業

会
計

収 益 的 収 入 306,591 306,871 △ 280 △ 0.1％
収 益 的 支 出 300,134 297,978 2,156 0.7％
資 本 的 収 入 39,143 29,800 9,343 31.4％
資 本 的 支 出 94,569 83,309 11,260 13.5％

農
業
集
落
排
水

事
業
会
計

収　 益　 的　 収　 入 62,906 59,858 3,048 5.1％
収　 益　 的　 支　 出 62,901 59,853 3,048 5.1％
資　 本　 的　 収　 入 80 80 0 0.0％
資　 本　 的　 支　 出 0 0 0 0.0％

（単位：千円）

※水道事業会計にお
いて、資本的収入
額が資本的支出額
に対して不足する
額55,426千 円は、
過年度損益勘定留
保資金で補てんし
ます。
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